
関税法 
 
（定義） 
 
第二条  この法律又はこの法律に基づく命令において、次の各号に掲げる用語は、当該各号

に掲げる定義に従うものとする。 
一  「輸入」とは、外国から本邦に到着した貨物（外国の船舶により公海で採捕された水産

物を含む。）又は輸出の許可を受けた貨物を本邦に（保税地域を経由するものについては、
保税地域を経て本邦に）引き取ることをいう。 

二  「輸出」とは、内国貨物を外国に向けて送り出すことをいう。 
三  「外国貨物」とは、輸出の許可を受けた貨物及び外国から本邦に到着した貨物（外国の

船舶により公海で採捕された水産物を含む。）で輸入が許可される前のものをいう。 
四  「内国貨物」とは、本邦にある貨物で外国貨物でないもの及び本邦の船舶により公海で

採捕された水産物をいう。 
四の二  「附帯税」とは、関税のうち延滞税、過少申告加算税、無申告加算税及び重加算税

をいう。 
五  「外国貿易船」とは、外国貿易のため本邦と外国との間を往来する船舶をいう。 
 
十一  「開港」とは、貨物の輸出及び輸入並びに外国貿易船の入港及び出港その他の事情を

勘案して政令で定める港をいう。 
 
 
（外国とみなす地域） 
 
第百八条  この法律の適用については、政令で定める本邦の地域は、当分の間、外国とみな

す。 
 
 
関税法施行令 
 
（外国とみなす地域） 
 
第九十四条  法第百八条 （外国とみなす地域）に規定する政令で定める本邦の地域は、歯舞

群島、色丹島、国後島及び択捉島とする。 
 
第二節 固定資産税 

第一款 通則 

（固定資産税に関する用語の意義） 
 

第三百四十一条  固定資産税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号
に定めるところによる。 

一  固定資産 土地、家屋及び償却資産を総称する。 
二  土地 田、畑、宅地、塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野その他の土地をいう。 
三  家屋 住家、店舗、工場（発電所及び変電所を含む。）、倉庫その他の建物をいう。 
四  償却資産 土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産（鉱業権、漁業権、

特許権その他の無形減価償却資産を除く。）でその減価償却額又は減価償却費が法人税
法 又は所得税法 の規定による所得の計算上損金又は必要な経費に算入されるもののうち
その取得価額が少額である資産その他の政令で定める資産以外のもの（これに類する資産
で法人税又は所得税を課されない者が所有するものを含む。）をいう。ただし、自動車税
の課税客体である自動車並びに軽自動車税の課税客体である原動機付自転車、軽自動車、
小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除くものとする。 

五  価格 適正な時価をいう。 



六  基準年度 昭和三十一年度及び昭和三十三年度並びに昭和三十三年度から起算して三年
度又は三の倍数の年度を経過したごとの年度をいう。 

七  第二年度 基準年度の翌年度をいう。 
八  第三年度 第二年度の翌年度（昭和三十三年度を除く。）をいう。 
九  固定資産課税台帳 土地課税台帳、土地補充課税台帳、家屋課税台帳、家屋補充課税台

帳及び償却資産課税台帳を総称する。 
十  土地課税台帳 登記簿に登記されている土地について第三百八十一条第一項に規定する

事項を登録した帳簿をいう。 
十一  土地補充課税台帳 登記簿に登記されていない土地でこの法律の規定によつて固定資

産税を課することができるものについて第三百八十一条第二項に規定する事項を登録した
帳簿をいう。 

十二  家屋課税台帳 登記簿に登記されている家屋（建物の区分所有等に関する法律第二条
第三項 の専有部分の属する家屋（同法第四条第二項 の規定により共用部分とされた附属
の建物を含む。以下「区分所有に係る家屋」という。）の専有部分が登記簿に登記されて
いる場合においては、当該区分所有に係る家屋とする。以下固定資産税について同様とす
る。）について第三百八十一条第三項に規定する事項を登録した帳簿をいう。 

十三  家屋補充課税台帳 登記簿に登記されている家屋以外の家屋でこの法律の規定によつ
て固定資産税を課することができるものについて第三百八十一条第四項に規定する事項を
登録した帳簿をいう。 

十四  償却資産課税台帳 償却資産について第三百八十一条第五項に規定する事項を登録し
た帳簿をいう。 

 
 
第五款 固定資産の評価及び価格の決定 
 

（固定資産税に係る総務大臣の任務） 
 

第三百八十八条  総務大臣は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続（以
下「固定資産評価基準」という。）を定め、これを告示しなければならない。この場合に
おいて、固定資産評価基準には、その細目に関する事項について道府県知事が定めなけれ
ばならない旨を定めることができる。 

２  総務大臣は、前項の固定資産評価基準を定めようとするときは、地方財政審議会の意見
を聴かなければならない。 

３  総務大臣は、地籍図、土地使用図、土壌分類図、家屋見取図、固定資産売買記録簿その
他固定資産の評価に関する資料及び固定資産税の統計を作成するための標準様式を定めて、
これを市町村長に示さなければならない。 

４  総務大臣は、固定資産の評価に関して市町村長に対し、左の各号に掲げる技術的援助を
与えなければならない。 

一  市町村の固定資産評価員が固定資産を評価するために必要な評価の手引その他の資料を
作成すること。 

二  市町村の固定資産評価員が評価をすることが著しく困難である固定資産の評価について
市町村長から助言を求められた場合において助言を与えること。 

 
（道府県知事又は総務大臣の評価の権限等） 
 

第三百八十九条  道府県知事（次に掲げる固定資産について関係市町村が二以上の道府県に
係るときは、総務大臣とする。以下この条において同じ。）は、次に掲げる固定資産につ
いて、前条第一項の固定資産評価基準によつて、第四百九条第一項から第三項までの規定
の例によつて評価を行つた後、総務省令の定めるところによつて、当該固定資産が所在す
るものとされる市町村並びにその価格及び第三百四十九条の三又は第三百四十九条の三の
二の規定の適用を受ける固定資産についてはその価格にそれぞれこれらの規定に定める率
を乗じて得た額（以下固定資産税について「価格等」という。）を決定し、決定した価格
等を当該市町村に配分し、毎年三月三十一日までに当該市町村の長に通知しなければなら
ない。ただし、災害その他特別の事情がある場合においては、四月一日以後に通知するこ
とができる。 



一  総務省令で定める船舶、車両その他の移動性償却資産又は可動性償却資産で二以上の市
町村にわたつて使用されるもののうち総務大臣が指定するもの 

二  鉄道、軌道、発電、送電、配電若しくは電気通信の用に供する固定資産又は二以上の市
町村にわたつて所在する固定資産で、その全体を一の固定資産として評価しなければ適正
な評価ができないと認められるもののうち総務大臣が指定するもの 
 


